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はじめに

　2019年11月に実施した「日建協時短アンケート」の調査結果がまとまりましたので報告い

たします。1972年に調査を開始して以来、組合員の労働実態や意識などを広く調査・分析し、

建設産業で働く私たちの労働環境と率直な思いを明らかにしてきました。

　今回の調査では、労働時間の実態や休日の取得状況のほか、建設産業に対する魅力の感じ方や

会社からの残業時間削減指示による影響など、多岐にわたって調査しました。

　日建協では、建設産業が持続的に発展するためには、魅力的で誰にとっても働きやすい「希望

あふれる建設産業」であることが必要だと考えます。今回のアンケート結果をもとに、建設産業

内外に対して、産業の魅力化にむけた活動を展開していきます。2024年の時間外労働の上限規

制にむけた対応や担い手確保など、まだまだ解決すべき多くの課題がありますが、加盟組合一丸

となって労働環境改善に取り組んでいきましょう。

　各職場や労使協議の場において、長時間労働の是正や労働環境の改善にむけて話し合うために、

本書を積極的に活用していただければ幸いです。

　最後になりますが、貴重な時間を割いて本調査にご協力いただいた組合員のみなさま、誠にあ

りがとうございました。

　
2020年4月　　

日本建設産業職員労働組合協議会　　

副議長・政策企画局長　大槻　祐一　　

政策企画局次長　　　　中野　　裕　　

政策企画局　　　　　　長野　孝丸　　



2019時短アンケートの概要 目　次

1

2

3

4

5

6

7

8

9

11

13

14

15

・・・・

・・・・

・・・・

・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・

・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・

・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

Ⅰ 労働時間の現状

Ⅱ 休日・休暇の現状

Ⅲ 建設産業の魅力

Ⅳ 組合員のワーク・ライフ・バランス

添付資料

1.  所定外労働時間は減少したが、引き続き改善にむけた取り組みは必要

2.  労働時間短縮のためには書類削減や簡素化、適正工期の設定が重要

3.  残業時間削減の意識は浸透したが、外勤者は現状に苦しんでいる

4.  残業時間が多い人はサービス残業をする割合も高い

1.  外勤者の休日取得には作業所の閉所設定がカギ

2.  組合員は作業所の週休２日実現にいまだ懐疑的

3.  有給休暇取得が進むも、全産業との差は約９日

4.  外勤者の休暇取得には「個人の意識」より「職場環境の整備」を

1.  魅力を感じる割合は横ばい

2.  長時間労働は転職への意識にも影響

1.  過重労働している組合員の７割は健康に不安を抱えている

2.  長時間労働を解消し、ワーク・ライフ・バランスの実現を

アンケート基礎データ

2019年11月

月　火　水　木　金　土　日

回答者数　　　　15,519人（平均年齢　37.8歳）

（うち外勤）　　  8,565人（男性組合員 8,061人　女性組合員    424人）

（うち内勤）　　  6,953人（男性組合員 4,874人　女性組合員 1,971人）

※男女・内外勤の設問への未回答者を含むため、合計は一致しません。
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　日建協では毎年11月、組合員数37,000人中の約10,000人を対象に労働時間に関する調査

を行っています。建設産業で働くホワイトカラー層に対し、これだけ幅広く定期的かつ継続的

に実施している調査は他に例がありません。私たち建設産業に働く職員の労働時間の実態と、

産業の魅力に関する意識や、仕事と生活の充実度などを調査した唯一の資料です。

　本ダイジェストは、本編の膨大な資料の中から主要項目をいくつか取り上げ、今日における

私たちの労働時間の実態や意識について、その特徴的な傾向を紹介します。

※お問い合せ先

　日建協政策企画局    長野  孝丸

　TEL：03-5285-3870

　info@nikkenkyo.jp
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労働時間の現状Ⅰ

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100%

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

全 体 62.4 62.7 61.2 64.1 68.6 63.1 58.3 58.8 52.3 46.8 47.5 43.7

外勤建築 84.0 83.8 83.6 92.2 99.1 87.3 82.3 79.9 71.9 64.4 66.6 61.7

外勤土木 85.8 85.4 82.3 82.4 87.0 82.5 79.7 79.5 72.3 64.8 63.6 59.5

外勤事務 68.9 61.4 64.0 64.3 65.6 56.4 58.4 58.0 50.4 47.0 45.2 36.2

内勤建築 47.3 46.5 48.3 49.4 52.8 47.8 41.1 41.3 35.2 33.0 34.0 30.6

内勤土木 52.1 48.5 48.4 49.3 52.0 44.5 37.8 38.7 35.4 31.0 31.8 29.4

内勤事務 26.7 25.4 25.2 22.5 24.8 23.5 20.2 20.1 18.3 16.4 16.8 16.4

営 業 30.1 34.5 34.8 33.2 34.1 32.7 28.5 28.5 26.5 25.3 24.7 24.2

全産業※ 17.4 16.3 17.3 17.8 18.6 18.6 19.9 20.2 19.8 20.9 20.5
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図１　所定外労働時間の推移

（※ 全産業は連合「2019 年度 労働時間に関する調査報告書」（全単組調査）より試算）

図２　所定外労働時間の分布別推移

図４　外勤所定外労働時間とその分布（発注者別）

図５　労働時間を短縮するには何が必要か（外勤のみ  ３つ選択）

図３　残業した主な理由（内外勤別  ３つ選択）
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　次に所定外労働時間の分布別推移を見ていき

ます（図２）。月100時間以上所定外労働をした

組合員の割合は、全体で5.8％となり、2018年

の8.4％から減少しました。職種別に見ると外勤

建築が12.4％、外勤土木が8.4％で、いずれも

2018年から減少しました。

　日建協では中期時短方針2018において「所

定外労働時間月100時間以上の過重労働をなく

す」ことも共通目標として掲げています。医学的

知見によると、単月での100時間以上、あるいは

2～6ヶ月間に平均月80時間を超える時間外労

働を行うと脳・心臓疾患の危険性が高まるとさ

れており、早急な対応が必要です。

　残業した主な理由を見てみます（図３）。

内外勤ともに最も多いのは「社内書類等

の事務処理業務が多い」です。次に多い理

由として、外勤が「発注者むけ書類等の業

務が多い」、内勤が「緊急な仕事が多い」と

なっています。書類削減や簡素化は時短を

進めていくうえで重要なポイントです。

　次に発注者別の外勤所定外労働時間と

その分布を見てみます（図４）。「マンション

ディベロッパー」は月100時間以上の過重

労働の割合が16.4％と他の発注者に比べ

多くなっています。平均所定外労働時間も

67.9時間で最も長く、以降は60時間を超え

る官庁系発注者が続きます。

　労働時間を短縮するには何が必要か聞

いてみました（図５）。「発注者による適正

工期の設定」が群を抜いて多く、発注者の

理解を求めていく必要があります。続いて

「建設産業に働く者の意識改革」「経営者

の意識改革」「政労使一体となった取り組

み」「協力会社の育成・労務確保」とあり、

建設産業全体で労働時間の短縮に取り組

んでいかなければなりません。

労働時間短縮のためには

書類削減や簡素化、適正工期の設定が重要

所定外労働時間は減少したが、

引き続き改善にむけた取り組みは必要

　まず、所定外労働時間の推移を見てみましょう（図１）。2019年の調査では日建協平均が43.7時間となり、すべての職種で

減少しました。しかしながら、外勤建築は61.7時間、外勤土木は59.5時間と依然として高い水準のままでした。日建協の中期

時短方針2018では、2024年の時間外労働の上限規制適用を見据えて「所定外労働時間の日建協平均を月30時間以内にす

る」という共通目標を掲げています。目標との差は縮まっていますが、まだまだ改善にむけて取り組んでいく必要があります。



労働時間の現状Ⅰ
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図６　会社からの残業時間削減の指示で、仕事や生活に良い影響があったか（内外勤別  ３つ以内選択）

図７　会社からの残業時間削減の指示で、仕事や生活に支障があったか（内外勤別  ３つ以内選択）

図８　会社からの残業時間削減指示で、仕事や生活に支障があったか

（所定外労働時間別  ３つ以内選択）

図９　実際の残業時間と会社への報告時間との乖離（内外勤別）

図10　乖離時間の分布（実際の所定外労働時間別）
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残業時間削減の意識は浸透したが、

外勤者は現状に苦しんでいる

残業時間が多い人は

サービス残業をする割合も高い

　次に乖離時間の分布を実際の所定外労

働時間別に見てみます（図10）。所定外労

働時間が0～30時間未満は乖離時間なし

の割合が91.6％となっており、所定外労

働時間が長くなるほど乖離時間なしの割

合は減っていきます。所定外労働時間が

100時間以上になると乖離時間なしの割

合は8.5％しかなく、一方で乖離時間が40

時間以上の割合が70.8％と突出します。

　乖離時間は全体に減少しているとはい

え、本来あってはならないものです。適正

に報告する意識と環境を整えていくこと

が必要です。

　次に、会社からの残業時間削減の指示で仕事や生活に支障があったか聞いてみました（図７）。外勤は「会社

や上司から仕事の状況を考慮しない時短の指示がある」が一番多く、「勤務時間の申告に自主規制の圧力があ

る」「仕事が終わらずサービス残業をしている」と続いています。時短ハラスメントを受けていると考えられる組

合員も多く、現状に苦しんでいることがうかがえます。

　会社からの残業時間削減の指示で、仕事や生活に良い影響があったか聞いてみました（図６）。内外勤ともに

「早く帰るよう意識するようになった」が一番多く、続いて「仕事内容や進め方を工夫するようになった」となり、

時短を意識する組合員は多くいます。

　会社からの残業時間削減指示で仕事

や生活に支障があったかを所定外労働時

間別に見てみましょう（図８）。所定外労

働時間が長い組合員ほど「仕事の状況を

考慮しない時短の指示」や「自主規制の

圧力」「サービス残業」があると答えてい

ます。特に月100時間以上の所定外労働

をしている組合員は、「仕事が終わらずサ

ービス残業をしている」と回答する割合

が５割以上です。

　実際の残業時間と会社への報告時間

との乖離について、５年ごとに比較してみ

ました（図９）。全体では2009年の乖離

が29.8時間だったのに対し、2019年の

乖離は7.1時間と大幅に減少しています。

内勤は14.0時間から2.3時間に、外勤は

43.0時間から10.6時間と、それぞれ乖離

時間は減少しました。
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図14　作業所の週休2日はいつごろ実現するか（内外勤別）

図15　作業所の週休2日はいつごろ実現するか（土曜の休日取得日数別）

図11　2019年11月休日取得日数（内外勤と外勤職種別）

図12　2019年11月休日取得日数（工程表上の閉所設定別）

図13　土曜閉所を増やしていくうえでの問題点（外勤のみ  3つ以内選択）
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　休日取得日数を内外勤と外勤職種別

に見てみます（図11）。2019年11月の休

日は10日ありました。全体の休日取得日

数は8.6日で、内勤が9.6日、外勤が7.7日

でした。内勤がほぼ暦どおりに休日を取

得できているのに対し、外勤は2日ほど休

日出勤をしていることになります。

　工程表上の閉所設定別で休日取得日

数を見てみましょう（図12）。4週8閉所を

設定している作業所では9.2日取得してい

ます。閉所設定が少なくなるほど休日取

得日数も減っていき、4週3閉所以下の作

業所においては6.4日しか取得できていま

せん。1ヶ月の休日取得で2.8日の違いが

あり、特に土曜日だけで2.0日の違いがあ

りました。外勤の休日取得には作業所の

閉所設定も大きく影響してきます。

　組合員が作業所の週休2日はいつごろ

実現すると考えているか、3年間の推移を

見てみます（図14）。内外勤ともに「実現

しない」と回答する割合はわずかに減少

しました。

　一方で、「2022年（日建連目標）」まで

に実現すると考えている割合は19.7％、

「2024年（時間外労働の上限規制適

用）」までに実現すると考えている割合

は53.9％であり、組合員の半数程度に留

まっています。

　次に、これを土曜の休日取得日数別に

見てみましょう（図15）。暦どおりに土曜

日を5日休めている組合員であっても、

22.2％が「実現しない」と回答していま

す。また、土曜日を休む日数が減るほど、

「実現しない」と回答する割合が増える

傾向にあり、土曜日を１日も休めない組

合員では、39.7％にまで増えます。

　建設産業では4週8閉所にむけてさまざまな取り組みが実施され、作業所の週休2日が実現しないと考え

る組合員は減少しています。しかし、土曜の休日取得日数が少ない組合員ほど、実現を懐疑的に考える傾向

が強くなっています。閉所にむけた取り組みによって皆が実現へむけた兆しを感じ、より高い意識を持って

取り組むことでさらに機運が高まり、作業所の週休2日は実現に近づくのではないでしょうか。

　土曜閉所を増やしていくうえでの問題

点と感じることは何でしょうか（図13）。

「短工期発注による工程の厳しさ」が圧

倒的に多くなっています。「突発事態で工

程調整ができなくなること」「発注者の対

応が遅いことによる工程上の遅れ」「発

注者の理解」といった、発注者に起因する

問題点も多くあります。作業所の土曜閉

所を進めていくには、適正な工期設定な

ど発注者の理解と協力が不可欠です。

外勤者の休日取得には

作業所の閉所設定がカギ

組合員は作業所の週休2日実現に

いまだ懐疑的
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全産業平均※ 13.7 13.8 13.6 13.4 13.4 12.9 14.0 14.9 15.0 15.7

6.6

8.4

5.2

15.7

0

2

4

6

8

10

12

14

16

全体 内勤 外勤

全産業平均※

日

※全産業平均はれんごう252 ｢2019年度 労働条件調査｣より引用 集計期間：前年 12月～当年11月

約
９
日

外 勤内 勤

図16　有給休暇取得日数の推移（内外勤別）

図17　有給休暇取得日数の分布推移（内外勤別）

図19　有給休暇取得日数（平日に休むことへのためらいの感じ方別）

図18　平日に休むことにためらいを感じるか（内外勤別）

図20　平日に休むうえで必要なことは何か（内外勤別  2つ選択）
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全産業との差は約９日

外勤者の休暇取得には

「個人の意識」より「職場環境の整備」を

　では、平日に休むうえで何が必要と考えて

いるか見てみましょう（図20）。内外勤とも

に最も多い回答は「休日を取りやすい職場

の雰囲気」でした。外勤で2番目に多い回答

は「職場の人員の増加」となり、外勤ではと

りわけ人手が足りない状況が取得の増えな

い原因となっているようで、自由意見からも

そのことがうかがえます。

　外勤が平日に休むことや有給休暇の取得

日数を増やすには、「個人の意識」よりも、

「職場全体での環境整備」が必要です。

外勤者の自由意見

・会社は有休消化ノルマだけクリアしようとし、個人の希望が

反映されていない。（20代）

・有休申請しても実際は休まずにサービス出勤する状況が横

行している。（20代）

・現場は、人員や請負金額等の事情で、物理的に休みたくても

休めない。（30代）

・「有休を取れ」の指示だけでなく、現場毎の状況に応じた支

援が必要だ。（30代）

・会社は仕事量を減らさず、人員も増やさず、時短や有休を推

奨している。表面的に事を進めすぎているため、業務量の不

均衡が益々悪化している。（40代）

・「有休を取らないと会社が罰則をうける」の一点張りで、現

場をフォローする体制の構築がない。（40代）

・現場の人員は、有休を容易に取れる配置となっていない。

（50代）

・「有休を取れ」と言われても、代わりに業務する人がいない。

（50代）

　次に有給休暇の取得日数の分布を見てみます（図17）。2019年4月より年5日の取得が義務化され、取

得日数は改善しています。しかし、今回の調査の時点では5日未満の割合は全体が33.7％、内勤19.3％、

外勤45.3％で、外勤は約半数が5日取得できていませんでした。

　有給休暇の取得日数を見てみます（図16）。取得日数は2015年から徐々に増加し、2019年は全体6.6

日、内勤8.4日、外勤5.2日となりました。外勤が5日を超えたのは調査を開始して以来初めてです。しか

し、2019年日建協全体と2018年全産業平均を比較した場合、その差は大きく約9日もあります。

　次に、平日に休むことへのためらいの感じ

方別に、有給休暇の取得日数を見てみます

（図19）。内勤はためらいを感じなくなるほ

ど取得日数が増えています。しかし、外勤は

ためらいを感じるかどうかにかかわらず、取

得日数に大きな差はありませんでした。

　内外勤別に、平日に休むことにためらいを

感じるか見てみます（図18）。外勤はためら

いを感じる割合が内勤に比べ多くなってい

ます。
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図21　建設産業に魅力を感じる割合の推移（内外勤別）

図24　建設産業に魅力を感じない点（魅力の有無別  3つ選択）

図23　建設産業に魅力を感じる点（魅力の有無別  3つ選択）

図22　建設産業に魅力を感じる割合（年齢別）
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魅力を感じると答えた回答者

魅力を感じないと答えた回答者

25歳未満 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55歳以上

2017 年 68.8 60.9 59.7 63.6 64.7 60.5 58.3 53.8

2018 年 68.7 59.1 54.8 58.4 60.7 57.0 55.0 56.4

2019 年 65.7 57.9 56.1 61.5 61.3 60.9 56.2 56.7
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％

魅力を感じると答えた回答者

魅力を感じないと答えた回答者

魅力を感じていない組合員の自由意見

・残業が当然の勤務形態や、土曜祝日休み無しで、世間から

隔離されているように感じる。（20代 外勤土木）

・結局、働き方は変わらない。生産性の向上も必要だが、そも

そもの仕事量、工期の調整が必要。それをしない限り、残業

時間は減らない。（30代 内勤土木）

・ものづくりの過程で無理が多すぎる。作業時間、作業量、求

められる成果などいずれも過大で時間的余裕がなく、私生

活を犠牲にせざるを得ない。（40代 内勤建築）

・全体的には、いい方向に向かっていると感じるが、工期のな

い突貫現場になると夜も休日も仕事をやることになってしま

う。会社がフォローしてくれるわけでもない。こんな状況で

は苦痛の方が多く感じてしまう。（50代 外勤建築）

魅力を感じている組合員の自由意見

・労働時間や休みの取得は着実に改善されているため。

 （30代 外勤建築）

・建設業全体が少しずつではあるが時短への取組み、休日の取

得等について意識が変わってきている。（40代 外勤建築）

・長年、組合からしかアプローチしていなかった週休二日など

の働き方改革に、経営者がやっと危機感を持って取り組み

始めた。（40代 内勤事務）

・プライベートな時間を持てるようになり、興味を持てるもの

が多くなった。資格取得の勉強や趣味の時間は、充実した生

活を送るうえで必要なことだとわかった。（50代 外勤建築）

　組合員の建設産業に魅力を感じる割

合の推移を見てみます（図21）。全体で

59.5％が魅力を感じると答えており、前

年度からあまり変化はありませんでし

た。内外勤別でみると、2019年は2018

年と比べて、外勤がわずかに増加して

57.1％となったものの、内勤はわずかに

減少して62.3％となりました。

　

　建設産業に魅力を感じる割合を年齢

別に見ると（図22）、29歳以下は2018年

に比べて減少していますが、30代から

50代は増加しており、年代間の差が少な

くなっています。

　建設産業に魅力を感じるのはどのよう

な点か見てみましょう（図23）。建設産

業に魅力を感じているか否かを問わず、

半数以上の組合員が「建設したものが後

世に残る」を挙げています。しかし、その

他の項目では差があり、建設産業に魅力

を感じない組合員は「特にない」と答え

た割合が多くなっています。

　

　次に、魅力を感じないのはどのような

点か見てみましょう（図24）。「労働時間

が長い」は多くの組合員が挙げていま

す。他の項目でも産業に魅力を感じてい

るか否かによる差はあまりありませんで

した。

　しかし、自由意見を見ると労働時間に対するとらえ方に大きな違いがあります。魅力を感じていない組合員からは、長時間

労働や休日が取得できないことに関する意見が多く挙がっています。一方で魅力を感じている組合員からは、それらの状況に

改善を感じられるという意見が多く挙がりました。今働いている私たちにとって魅力的な産業であることは、今後「働きたい」

と選ばれる産業となり、担い手の確保や建設産業の発展にもつながるのではないかと考えます。

魅力を感じる割合は横ばい
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建設産業の魅力Ⅲ

図25　今の会社でいつまで働きたいか（内外勤別・年代別）

図26　今の会社でいつまで働きたいか（所定外労働時間別）

図27　転職したい（会社を辞めたい）と思った理由（3つ選択）

定年まで働きたい 転職を考えたことがある 今後、転職を考えている 今すぐ転職したい

定年まで働きたい 転職を考えたことがある 今後、転職を考えている 今すぐ転職したい

外 勤内 勤

自由意見

・若手を帰らせるために、部長や作業所長が残業・土日出勤を

している。その姿を見て部長になりたい、作業所長になりた

いと感じる若手は少ない。将来的に役職についても、その

ような労働環境で働くと思うとモチベーションは上がらな

い。（20代内勤事務）

・業務改善をしても、本当に時短につながるのかと疑問に思

っている。業務を改善すれば別の仕事ができるようにな

り、結果的に仕事の量は変わらないことになるのを危惧し

   ている。（30代内勤建築）

・気合と根性で時短を推し進めるよう指示する会社に未来は

無い。（40代外勤建築）

・今の様な労働環境では、自分の子供を建設産業に入れたく

ない。産業として、将来像も描けないし、魅力も感じない。

自分が入社した時とは、社会全体が大きく変わっているの

に、建設産業はそのスピードに追い付けていない。

  （50代外勤建築）
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長時間労働は

転職への意識にも影響

　「定年まで働きたい」と回答しなかった組合員に、転職したい（会社を辞めたい）と思っ

た理由を聞いています（図27）。外勤では「労働時間が長く休日も取れない」という理由

が非常に多くなっています。また、「会社や業界の将来に不安を感じる」という理由は内外

勤ともに多くの方が挙げています。自由意見でもこれらに関連した意見は多く寄せられて

います。

　長時間労働を解消し、明るい将来の見通しが感じられる産業になることは、離職を減ら

すことにつながり、建設産業の課題である担い手不足が解消されていくことにもなるので

はないでしょうか。

　今の会社でいつまで働きたいかを

見てみましょう（図25）。内外勤別で

は、外勤の方が「定年まで働きたい」

と答えた割合が少なくなっています。

　また、年代別で比べると、50歳以

上では8割以上の組合員が「定年ま

で働きたい」と答えているのに対し

て、年代が下がるにつれその割合は

減り、29歳以下では約4割にまで減

りました。また、離職の可能性が高い

「今後、転職を考えている」「今すぐ

転職したい」と答えた割合は、合わせ

て約2割になります。

　さらに、所定外労働時間別で見て

みましょう（図26）。所定外労働時間

が80時間未満までは「今後、転職を

考えている」「今すぐ転職したい」と

答えた割合に大きな違いはありませ

んが、80時間以上でその割合は増加

し、100時間以上になると2割を超え

ています。
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図29　健康に対する不安（所定外労働時間別）

図28　健康に対する不安（2018年はデータなし）

図31　仕事と生活の充実度（所定外労働時間別）

図32　仕事と生活の充実度（土曜休日取得日数別）

図33　仕事の充実度（生活の充実度別）

図30　健康に対する不安の原因（所定外労働時間別  3つ以内選択）
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　健康に対する不安について見てみます

（図28）。経年で比較すると全体で「不

安がある」と回答する割合がわずかに減

少し、2019年は51.0％と約半数でし

た。。

　次に、所定外労働時間別に健康に対す

る不安を見てみます（図29）。所定外労

働時間が長くなるほど、「不安がある」と

回答する割合は増えています。「不安が

ある」と回答した割合は、45時間以上で5

割を超え、100時間以上の過重労働をし

ている組合員では7割を超えます。

　所定外労働時間別に健康に対する不

安の原因について見ると（図30）、所定外

労働時間が長いほど「長時間労働のた

め」と回答する割合が多くなります。特に

医学的知見から脳・心臓疾患の危険性が

高まるとされている所定外労働時間月80

時間以上になるとその割合は突出してい

ます。

　仕事と生活の充実度について見てみま

しょう（図31）。2019年全体で「仕事も

生活も充実している」割合が増えていま

す。所定外労働時間別で見ると、労働時

間が長くなるほど「仕事も生活も充実し

ている」と回答する割合は減少していま

す。特に100時間以上になると、「仕事も

生活も充実している」と回答する割合が

35.1％まで大幅に減少しました。

　続いて土曜休日取得日数別に見てみる

と（図32）、取得日数が増加するほど「仕

事も生活も充実している」と回答する割

合が増加しています。

　生活の充実度別に仕事の充実度を見て

みます（図33）。生活が充実している人ほ

ど仕事も充実していると回答する割合が

増えていきます。特に「生活が非常に充

実している」と回答した人は、「仕事が非

常に充実している」と回答する割合も5割

を超えています。反対に「生活がまったく

充実していない」と回答した人は、「仕事

がまったく充実していない」と回答する

割合も3割を超えています。

　働き方改革に伴い、徐々に健康への不

安は減少し、仕事と生活の充実度も改善

されつつあります。しかし、長時間労働し

ている人は健康に不安を抱え、仕事と生活

の調和がとれていません。組合員の心と体

の健康を守り、ワーク・ライフ・バランスを

実現するためには、所定外労働時間の削

減と休日取得の促進が必要不可欠です。
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添付資料：アンケート基礎データ ※ 表中の人数は不明を除く

2019年 2018年 2019年 2018年 2019年 2018年

(人) 15,519 14,543 12,936 12,463 2,395 1,930

(％) (84.4) (86.6) (15.6) (13.4)

平均年齢 (歳) 37.8 37.7 38.1 37.9 36.4 36.2

(人) 6,953 6,397 4,874 4,687 1,971 1,619

(％) (44.8) (44.1) (37.7) (37.7) (82.3) (84.2)

(男女  ％) (71.2) (74.3) (28.8) (25.7)

(人) 8,565 8,099 8,061 7,736 424 304

(％) (55.2) (55.9) (62.3) (62.3) (17.7) (15.8)

(男女  ％) (95.0) (96.2) (5.0) (3.8)

外勤者数

回答者数

内勤者数

1　回答者の人数・男女別・内外勤別　平均年齢

全    体 男    性 女    性

２　男女別・内外勤別、年齢分布　

合  計 25歳未満 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55歳以上

2019年(人) 15,508 1,726 3,087 2,139 1,663 1,574 2,499 1,952 868

全 体 (％) 100.0 11.1 20.0 13.8 10.7 10.1 16.1 12.6 5.6

12,929 1,336 2,487 1,815 1,396 1,331 2,160 1,718 686

100.0 10.3 19.3 14.0 10.8 10.3 16.7 13.3 5.3

2,391 370 545 295 249 227 316 217 172

100.0 15.5 22.8 12.3 10.4 9.5 13.2 9.1 7.2

6,949 486 1,359 1,014 882 704 1,107 927 470

100.0 7.0 19.6 14.6 12.7 10.1 15.9 13.3 6.8

8,558 1,240 1,728 1,125 781 870 1,391 1,025 398

100.0 14.5 20.1 13.1 9.1 10.2 16.3 12.0 4.7

男　性

女　性

内　勤

外　勤

３　男女別、職種分布

内勤建築 内勤土木 内勤事務 営　業 技術研究 内勤その他 外勤建築 外勤土木 外勤事務 外勤その他

15,518 2,405 932 2,270 762 266 318 4,050 4,035 418 62

100.0 15.5 6.0 14.6 4.9 1.7 2.0 26.2 26.0 2.7 0.4

37.8 38.2 38.5 38.4 41.1 37.2 41.0 36.8 37.5 35.2 36.2

12,935 1,958 804 946 695 240 231 3,841 3,891 274 55

100.0 15.1 6.2 7.3 5.4 1.9 1.8 29.7 30.1 2.1 0.4

2,395 410 112 1,289 55 26 79 184 96 137 7

100.0 17.1 4.7 53.8 2.3 1.1 3.3 7.7 4.0 5.7 0.3

14,496 2,291 855 2,018 726 219 288 3,863 3,843 327 66

100.0 15.8 5.9 13.9 5.0 1.5 2.0 26.6 26.5 2.3 0.5

2018年全体 

％

2019年男性 

％

2019年女性 

合　計
内　　　勤 外　　　勤

％

2019年全体 

％

平均年齢

合　　計 建築工事 土木工事
建築(鉄道

線閉)工事

土木(鉄道

線閉)工事

建築リニュー

アル工事

土木リニュー

アル工事
その他

2019年 (人) 7,760 3,386 3,340 89 385 353 119 88

(％) 100.0 43.7 43.1 1.1 5.0 4.5 1.5 1.1

４　外勤工事分類別

2019年(人) 7,759 551 117 50 402 429 278 713 251 481 365 799 339 555 2,369 60

 全体 (％) 100.0 7.1 1.5 0.6 5.2 5.5 3.6 9.2 3.2 6.2 4.7 10.3 4.4 7.2 30.5 0.8

3,356 47 5 5 118 59 110 163 80 216 12 128 92 527 1,745 49

100.0 1.4 0.1 0.1 3.5 1.8 3.3 4.9 2.4 6.4 0.4 3.8 2.7 15.7 52.0 1.5

3,319 490 106 44 242 268 149 525 158 231 299 285 225 11 280 6

100.0 14.8 3.2 1.3 7.3 8.1 4.5 15.8 4.8 7.0 9.0 8.6 6.8 0.3 8.4 0.2

89 - 1 1 2 22 - 2 - 2 - 57 - - 2 -

100.0 - 1.1 1.1 2.2 24.7 - 2.2 - 2.2 - 64.0 - - 2.2 -

385 2 4 - 1 70 2 2 2 4 4 283 - - 11 -

100.0 0.5 1.0 - 0.3 18.2 0.5 0.5 0.5 1.0 1.0 73.5 - - 2.9 -

351 2 - - 3 1 6 4 3 20 2 15 3 11 279 2

100.0 0.6 - - 0.9 0.3 1.7 1.1 0.9 5.7 0.6 4.3 0.9 3.1 79.5 0.6

119 1 1 - 4 2 9 11 5 3 44 15 15 1 8 -

100.0 0.8 0.8 - 3.4 1.7 7.6 9.2 4.2 2.5 37.0 12.6 12.6 0.8 6.7 -

87 1 - - 30 4 1 - 2 4 1 15 2 1 26 -

100.0 1.1 - - 34.5 4.6 1.1 - 2.3 4.6 1.1 17.2 2.3 1.1 29.9 -

7,759

100.0

５ 外勤工事分類別、発注者

合　計

①

国

土

交

通

省

(

旧

建

設

省

系

)

②

国

土

交

通

省

(

旧

運

輸

省

系

)

③

農

林

水

産

省

①

②

③

以

外

の

中

央

官

庁

④

J

R

T

T

公 共 工 事 民 間 工 事

民

間

公

益

企

業

(

鉄

道

)

そ

の

他

民

間

企

業

個

　

　

人

民

間

公

益

企

業

(
電

力

・

ガ

ス

・

通

信

等
)

民

間

マ

ン

シ
ョ

ン

関

係

の

デ
ィ

ベ

ロ
ッ

パ
ー

政

令

指

定

都

市

4,487

57.914.4

707

9.1

1,120官公庁、

民間別

その他

土木(鉄道

線閉)工事

1,445

18.6

建築リニュー

アル工事

土木リニュー

アル工事

そ

の

他

地

方

公

共

団

体

民

間

公

益

企

業

(

道

路

)

建築工事

土木工事

建築(鉄道

線閉)工事

④

以

外

の

独

立

行

政

法

人

都

道

府

県

3.94 8.56

78.8 85.6

4.75 9.62

95.0 96.2

4.69 9.51

93.8 95.1

4.63 9.44

92.6 94.4

4.85 9.77

97.0 97.7

4.74 9.57

94.8 95.7

4.86 9.74

97.2 97.4

4.73 9.59

94.6 95.9

3.27 7.70

65.4 77.0

3.13 7.53

62.6 75.3

3.29 7.70

65.8 77.0

4.29 9.04

85.8 90.4

4.05 8.61

81.0 86.1

3.15 7.71

78.8 85.7

※2018年11月の土曜日は4日、総休日日数は 9日

70.5

75.8

81.0

74.2

74.4

76.0

74.1

56.7

６ 内外勤別・職種別  11月時短 アンケート 結果

31.2

26.9

74.7

75.2

77.4

46.021.5

内勤土木

内勤建築

64.7

3.7 30.6 27.6

4.4

63.6

59.473.2 59.551.0

78.7

2019年全体

25.0 76.7

62.3

80.5 64.8

52.6

46.1

40.2

75.4 58.5 57.8

12.5 43.7 36.6

3.0 24.5 22.2

41.3

72.6

59.8

28.0 7.00

5.20 72.9

50.0

2.7 24.2 20.9

2.1 22.6 21.0

29.4 26.4内

　

　

　

勤

59.5技術研究

営　　業

内勤事務 14.9

20.5

20.8

62.3

60.9

21.5

内 勤 計

68.1

内勤その他 61.4

77.6 64.1

66.0

71.5

83.3

81.8

1.5 16.4 15.4

2018年全体

54.86.48

66.2 58.7

29.3

34.2

63.8

外

　

　

　

勤

68.8

外勤建築 69.4 57.8

外勤その他

外勤事務

67.8 55.7

5.01

5.21

外勤土木

57.1外 勤 計 40.6

41.4

59.3

69.0 49.2 64.4

59.5

57.1

72.9 65.1

83.2

58.1

55.8

69.8

6.01 － －

54.3

42.6

61.3

8.48

6.84

44.1

8.77

48.1

43.3

55.0

6.62

8.36

8.20

7.46

9.37

54.6

55.5

33.0

41.2

60.2

54.2

46.9

47.3

45.8

46.5

13.3 47.5 37.2

18.2 59.5 49.2

8.2 36.2 31.7

9.2 38.5 35.4

3.3 24.1 20.8

18.6 59.2 48.6

20.3 61.7

所定外労働時間 休日取得 有給休暇

11
月
の
平
日
平
均

所
定
外
労
働
時
間

11
月
の
休
日
平
均

所
定
外
労
働
時
間

11
月
の
平
均
所
定

外
労
働
時
間

11
月
の
所
定
外
労

働
時
間
の
う
ち
報

告
し
た
時
間
平
均

11
月
土
曜

取
得
日
数

11
月
全
休
日

取
得
日
数

１
年
間
の
有
給
休

暇
平
均
取
得
日
数

休
暇
・
休
日
を
取
得

す
る
こ
と
に
た
め
ら

い
を
感
じ
る

健
康
に
不
安
を
感
じ
る

仕
事
が
充
実
し
て
い
る

人
の
割
合

生
活
が
充
実
し
て
い
る

人
の
割
合

魅
力
あ
り
と
感
じ
る

割
合

定
年
ま
で
働
き
た
い
と

考
え
て
い
る
人
の
割
合

上段：日数

下段：取得率
上段：日数

下段：取得率
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11月土曜 11月日曜 11月祝日 11月全休日 11月土曜 11月土曜 11月全

取得日数 取得日数 取得日数 取得日数 平均 平均閉所 休日平均

上段日数 上段日数 上段日数 上段日数 閉所率 回数 閉所回数

下段

取得率

下段

取得率

下段

取得率

下段

取得率

(％) (回数) (回数)

3.27 3.81 0.62 7.70

65.4 95.3 62.0 77.0

3.07 3.77 0.61 7.45

61.4 94.3 61.0 74.5

3.27 3.84 0.57 7.68

65.4 96.0 57.0 76.8

3.49 3.80 0.75 8.04

69.8 95.0 75.0 80.4

3.76 3.72 0.70 8.18

75.2 93.0 70.0 81.8

3.27 3.87 0.71 7.85

65.4 96.8 71.0 78.5

3.60 3.85 0.61 8.06

72.0 96.3 61.0 80.6

3.11 3.75 0.53 7.39

62.2 93.8 53.0 73.9

3.22 3.82 0.52 7.56

64.4 95.5 52.0 75.6

2.99 3.75 0.56 7.30

59.8 93.8 56.0 73.0

3.31 3.80 0.63 7.74

66.2 95.0 63.0 77.4

2.95 3.77 0.58 7.30

59.0 94.3 58.0 73.0

2.92 3.79 0.57 7.28

58.4 94.8 57.0 72.8

3.42 3.87 0.60 7.89

68.4 96.8 60.0 78.9

3.57 3.86 0.70 8.13

71.4 96.5 70.0 81.3

3.59 3.84 0.61 8.04

71.8 96.0 61.0 80.4

2.86 3.80 0.66 7.32

57.2 95.0 66.0 73.2

3.15 3.76 0.61 7.52

63.0 94.0 61.0 75.2

2.63 3.78 0.57 6.98

65.8 94.5 57.0 77.6

※2018年11月の土曜日は4日、総休日日数は9日

所定外労働時間 休日取得 閉所率、回数

11月の

平日平均

所定外労

働時間

11月の

休日平均

所定外労

働時間

11月の

平均所

定外労

働時間

60.3

60.2

61.9

5.06

4.68

5.44

4.49

5.49

5.72

42.7

1.53

26.1

31.5

1.7235.1

1.25

30.2

67.3

62.0

62.3

52.4

56.6

67.9

59.2

63.4

59.9

50.5

50.3

48.2

61.1

58.7

6.0

14.2

JRTT 15.9

12.1

11.9

12.7

国土交通省 12.1

2019年

外勤全体

 工事分類別

建築工事

土木工事

鉄道線閉工事

そ の 他

リニューアル

工事

JRTT以外の

独立行政法人

平均

配員数

(人)

42.9

29.7

4.99

5.41

4.16

5.02

1.38

20.6

42.3 2.09

5.75

5.2531.3 1.50

4.84

4.72

5.68

25.7 1.23

19.4

20.7

19.7

18.2

７　外勤工事分類別・発注者別  11月時短アンケート結果

11.8

20.8

8.9

9.8

21.1

1.70

政令指定都市

その他地方公

共団体

民間公益企業

(鉄道)

その他民間

公益企業

31.9 1.53

37.7

39.2 35.2 1.74

34.911.7

2.07

1.48

2.10

31.9 1.55

1.2832.6

29.1 4.72

4.77

45.2

19.9

14.2

21.0

16.7

14.7

17.4

1.41

38.9 1.90

28.5

1.43

1.0022.7

20.1

5.42

4.77

59.7

63.7
2018年

外勤全体

 発注者別

公

　

共

　

工

　

事

民

　

間

　

工

　

事

国土交通省以

外の中央官庁

46.4

41.0

45.6

39.6

民間公益企業

(道路)

39.6

40.5

43.7

43.8

その他民間

企業・個人

12.2

10.5

19.2 39.3

9.6

民間マンショ

ン関係
11.5

都道府県

20.9

40.6

42.6

41.7

36.4

16.1

32.9

32.8

45.0

17.4

18.6

20.8

18.2

14.1

15.4
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